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　　平成３１年度八重瀬町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，６３７，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（債務負担行為）

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

　「第２表　債務負担行為」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

　利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３，０００，０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

　合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

　　における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成３１年３月５日　提出

　　　八重瀬町長　　新 垣　安 弘

　平成３１年度八重瀬町一般会計予算



 













パ ソ コ ン リ ー ス 料

平成３２年度から

平成３６年度まで

４３，８９３千円

-　6　-

第 ２ 表　   債 務 負 担 行 為
第 ２ 表　   債 務 負 担 行 為第 ２ 表　   債 務 負 担 行 為
第 ２ 表　   債 務 負 担 行 為

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

電算システム機器使用料

平成３２年度から

平成３６年度まで

９，７４３千円

情報システム機器使用料

平成３２年度から

平成３６年度まで

２０，０１４千円



－ 7 －

合　　　　　　　　　計 712,800

運 動 公 園 施 設 等 整 備 事 業 18,700

港 川 フ ィ ッ シ ャ ー 遺 跡 整 備 事 業 12,800

新 城 小 学 校 校 舎 改 築 事 業 25,500

白 川 小 学 校 増 築 事 業 63,100

ポ ケ ッ ト パ ー ク 整 備 事 業 6,700
る。

省エネ型浄化槽システム導入推進事業 6,900

道 路 整 備 事 業 45,300
なお、起債の全部又は一部を翌年

度へ繰越して借り入れることができ

公 園 緑 地 事 業 22,400
間を短縮し、若しくは繰上償還又は

低利に借り換えることができる。

まちづくり振興基金積立事業(合併特例債) 218,400
（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構等に

ついて、利率見直し

を行った後において

は当該見直し後の利

率）

件により変更もできる。

但し、町財政の都合により償還期

臨 時 財 政 対 策 債 293,000

証書借入又は証券発行

年３％以内

借入日以降３０年以内の元利均等

又は元金均等償還若しくは融資条

千円

第　 ３　 表　　　　地　 　方　 　債

起　　債　　の　　目　　的 限  度  額 起 債 の 方 法 利　率 償　還　の　方　法









歳　　　　入歳　　　　入歳　　　　入歳　　　　入



 





















































































 



歳　　　　出歳　　　　出歳　　　　出歳　　　　出



 





























































































































































































































































資－1

単位：千円

期間 金額 期間 金額 国県支出金 町債 その他

八重瀬町観光拠点施設指定管理

委託料

35,640 H29～H30 24,260 Ｈ31 11,380 0 0 0 11,380

八重瀬町農業振興地域整備計画

策定業務

3,618 H30 2,517 Ｈ31 1,101 0 0 0 1,101

小中学校校務支援システム委託料 12,368 H30 2,460 Ｈ31～Ｈ34 9,908 0 0 0 9,908

連結財務諸表作成業務 2,524 H30 1,262 Ｈ31 1,262 0 0 0 1,262

八重瀬町種苗センター指定管理

委託料

8,000 — 0 Ｈ31～Ｈ32 8,000 0 0 0 8,000

パソコンリース料 43,893 — 0 Ｈ32～Ｈ36 43,893 43,893

電算システム機器使用料 9,743 — 0 Ｈ32～Ｈ36 9,743 9,743

情報システム機器使用料 20,014 — 0 Ｈ32～Ｈ36 20,014 0 0 0 20,014

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　　項 限度額

前年度末までの

支出（見込み)額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源

一般財源



地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調べ（普通会計ベース）

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調べ（普通会計ベース）地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調べ（普通会計ベース）

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調べ（普通会計ベース）

（単位：千円）

（単位：千円）（単位：千円）

（単位：千円）

当該年度中増減見込額

起債見込額

③

元金償還見込額

④

14,814,252

14,814,25214,814,252

14,814,252 14,656,939

14,656,93914,656,939

14,656,939 712,800

712,800712,800

712,800 1,285,348

1,285,3481,285,348

1,285,348 14,084,391

14,084,39114,084,391

14,084,391

7,596,473

7,596,4737,596,473

7,596,473 7,640,584

7,640,5847,640,584

7,640,584 511,400

511,400511,400

511,400 516,870

516,870516,870

516,870 7,635,114

7,635,1147,635,114

7,635,114

7,327

7,3277,327

7,327 0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0

86,715

86,71586,715

86,715 68,978

68,97868,978

68,978 0

00

0 10,042

10,04210,042

10,042 58,936

58,93658,936

58,936

5,028,825

5,028,8255,028,825

5,028,825 4,448,758

4,448,7584,448,758

4,448,758 81,300

81,30081,300

81,300 594,544

594,544594,544

594,544 3,935,514

3,935,5143,935,514

3,935,514

0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0

2,094,912

2,094,9122,094,912

2,094,912 2,498,619

2,498,6192,498,619

2,498,619 120,100

120,100120,100

120,100 163,892

163,892163,892

163,892 2,454,827

2,454,8272,454,827

2,454,827

803

803803

803 537

537537

537 0

00

0 268

268268

268 269

269269

269

（1）土    木    債

（1）土    木    債（1）土    木    債

（1）土    木    債 803

803803

803 537

537537

537 0

00

0 268

268268

268 269

269269

269

（2）農    林    債

（2）農    林    債（2）農    林    債

（2）農    林    債 0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0

0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0 0

00

0

14,815,055

14,815,05514,815,055

14,815,055 14,657,476

14,657,47614,657,476

14,657,476 712,800

712,800712,800

712,800 1,285,616

1,285,6161,285,616

1,285,616 14,084,660

14,084,66014,084,660

14,084,660

２　災 害 復 旧 債

２　災 害 復 旧 債２　災 害 復 旧 債

２　災 害 復 旧 債

３　そ    の    他

３　そ    の    他３　そ    の    他

３　そ    の    他

合　　　　　計

合　　　　　計合　　　　　計

合　　　　　計

（1）総　  務　  債

（1）総　  務　  債（1）総　  務　  債

（1）総　  務　  債

（2）民　  生　  債

（2）民　  生　  債（2）民　  生　  債

（2）民　  生　  債

（3）農 林 水 産 債

（3）農 林 水 産 債（3）農 林 水 産 債

（3）農 林 水 産 債

（4）土    木    債

（4）土    木    債（4）土    木    債

（4）土    木    債

（5）公  営  住  宅

（5）公  営  住  宅（5）公  営  住  宅

（5）公  営  住  宅

（6）教    育    債

（6）教    育    債（6）教    育    債

（6）教    育    債

区          分

前々年度末現在高

①

前年度末現在高見込額

②

当該年度末

現在高見込額

⑤＝②＋③－④

１　普    通    債

１　普    通    債１　普    通    債

１　普    通    債

資－２



給-1

給与明細書

１　特別職

単位：千円

報酬 給料 期末手当

退職手当

負担金

調整手当 計

　長等 2          -             16,572      5,014       4,972       -             26,558      5,115       31,673      

　議員 16        46,512      -             14,070      -             -             60,582      16,548      77,130      

　その他特別職 1          -             7,092       2,630       2,128       -             11,850      2,202       14,052      
教育長

合計 19        46,512      23,664      21,714      7,100       -             98,990      23,865      122,855    

　長等 2          -             16,572      5,014       4,972       -             26,558      4,641       31,199      

　議員 16        46,512      -             14,070      -             -             60,582      17,122      77,704      

　その他特別職 1          -             7,092       2,146       2,128       -             11,366      1,995       13,361      
教育長

合計 19        46,512      23,664      21,230      7,100       -             98,506      23,758      122,264    

　長等 -          -             -             -             -             -             -             474          474          

　議員 -          -             -             -             -             -             -             △574      △574      

　その他特別職 -          -             -             484          -             -             484          207          691          

合計 -          -             -             484          -             -             484          107          591          

備考 １　長等とは町長、副町長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

２　この表は、報酬又は給料をもって支弁される特別職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載する。

３　給与費欄のその他の手当欄に記載した場合は、備考欄に当該手当の内容を具体的に記載すること。

比較

給与費

共済費 合計 備考

本年度

（Ｈ30）

区分 職員数

本年度

（Ｈ31）



２　一般職

　（１）総括

単位：千円

報酬 給料 職員手当 計

本年度

（Ｈ31）

196        -               693,179     562,100     1,255,279   233,333     1,488,612   

本年度

（Ｈ30）

194        -               679,243     548,228     1,227,471   215,352     1,442,823   

比較 2           -               13,936       13,872       27,808       17,981       45,789       

単位：千円

区分 扶養手当 住居手当

時間外勤務

手当

特殊勤務

手当

通勤手当 管理職手当 期末手当

退職手当

負担金

その他 備考

本年度

（Ｈ31）

25,464       21,178       24,972       -               5,202         9,392         276,449     179,387     20,056       

児童手当  　　 18,430

教職員特別     84

選挙時間外　　1,491

統計時間外　　51

本年度

（Ｈ30）

24,438       19,872       23,183       -               5,426         8,914         267,058     181,241     18,096       

児童手当  　　 16,830

教職員特別     84

選挙時間外　　1,182

比較 1,026         1,306         1,789         -               △224        478           9,391         △1,854     1,960         

備考 １　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む）で予算の積算の基礎と

　なったものについて記載すること。

備考

職員手当

の内訳

給　与　費

共済費 合計区分 職員数

給-2



給-3

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

単位：千円

事由 金額

給与改定に伴う増減分 1,715           人事院勧告 ・給料表改定

普通昇給に伴う増減分 13,276         定期昇給

その他の増減分 △1,055        人事等

昇給期間短縮に伴う増減分 -                

制度改正に伴う増減 2,297           人事院勧告 ・勤勉手当率

その他の増減 11,575         人事等

・時間外勤務手当支給時の時給算出方法の変更

予算組替え -

備考 １　昇給期間短縮とは、給与に関する条例において昇給の基準として規定する一般的な昇給期間の経過前に

　給料月額を引き上げることになるすべての措置をいう。

２　増減額欄の金額は、「（１）総括」の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

３　説明欄には、増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに、職員手当の制度改正に伴う増減分

　について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

職員手当 13,872     

備　　考

給料 13,936

増　減　事　由　別　内　訳

区分 増減額 説　　明



（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与

単位：円

一般行政職 税務職 教育職

薬剤師・

医療技術職

技能労務職

　平均給料月額 (円) 297,640              272,156              293,100              340,171              317,600              

　平均給与月額 (円) 330,611              316,543              318,166              364,228              361,500              

　平均年齢　     (歳) 40.9                   36.5                   39.8                   45.0 49.0                   

　平均給料月額 (円) 296,843              264,557              284,228              316,613              311,700              

　平均給与月額 (円) 324,198              289,307              304,247              328,653              355,350              

　平均年齢　     (歳) 40.6                   37.1                   40.7                   44.6 48.0                   

　イ　初任給

（平成31年3月1日現在）

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 148,600                    146,000              148,600              146,000              

大　学　卒 180,700                    -                       180,700              -                       

国の制度　(円)

技能労務職(円)

区　　　　　分

平成31年3月1日現在

平成30年3月1日現在

区　　　分 一般行政職(円)

給-4



給-5

ウ　級　別　職　員　数

級 職員数 ： 人 構成比 ： ％ 級 職員数 ： 人 構成比 ： ％ 級 職員数 ： 人 構成比 ： ％ 級 職員数 ： 人 構成比 ： ％

1 33 21.2 1 5 29.4 1 7 43.8 1 0 0.0

2 22 14.1 2 4 23.5 2 2 12.5 2 2 25.0

平成31年3月1日 3 36 23.1 3 3 17.6 3 2 12.5 3 1 12.5

現在 4 26 16.7 4 2 11.8 4 2 12.5 4 3 37.5

5 21 13.5 5 2 11.8 5 3 18.8 5 2 25.0

6 18 11.5 6 1 5.9 6 0 0.0 6 0 0.0

0.0

0.0

計 156 100.0 計 17 100.0 計 16 100.0 計 8 100.0

1 36 24.2 1 4 23.5 1 8 50.0 1 3 27.3

2 16 10.3 2 3 17.6 2 0 0.0 2 1 9.1

平成30年3月1日 3 34 21.8 3 4 23.5 3 2 12.5 3 0 0.0

現在 4 30 19.2 4 2 11.8 4 2 12.5 4 4 36.4

5 16 10.3 5 1 5.9 5 3 18.8 5 3 27.3

6 17 10.9 6 1 5.9 6 0 0.0 6 0 0.0

0.0

0.0

計 149 96.6 計 15 88.2 計 15 93.8 計 11 100.0

（級別の標準的な職務内容）

1級 2級 4級 6級 8級

主事 主事 教頭・係長・主査 課長・参事 廃止
廃止

薬剤師医療技術職

区分 3級 5級 7級

区分

一般行政職 税務職 教育職

一般行政職 主査 補佐・教頭



エ　昇給

行政職

現業職

　職　 　　員　　　 数（Ａ）（人） 199               197               2                  

 派遣指導主事　１　　再任用1

任期付職員４

0 0 0

２号級 （人） 0

４号級 （人） 0

６号級 （人） 0

８号級 （人） 0

１０号級 （人） 0

0.0%

　職　 　　員　　　 数（Ａ）（人） 194               192               2                  

 派遣指導主事　１　　再任用2

0 0 0

２号級 （人） 0

４号級 （人） 0

６号級 （人） 0

８号級 （人） 0

１０号級 （人） 0

0.0%

0

号級数別内訳

前

　

年

　

度

　比　  　率 　（Ｂ）／（Ａ）（％）

　特別昇給に係る職員数 　（人）

　昇給短縮に係る職員数（Ｂ）（人）

本

　

年

　

度

　昇給短縮に係る職員数（Ｂ）（人）

　比　  　率 　（Ｂ）／（Ａ）（％）

区　　　　分 合　計 備考

代表的な職種

号級数別内訳

給-6



給-7

６月（月分） １２月（月分）

2.225 2.225 4.45 有

2.125 2.275 4.40 有

2.225 2.225 4.45 有

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分

２０年勤続の

者　（月分）○

２５年勤続の

者　（月分）○

３５年勤続の

者　（月分）○

最高限度

（月分）

その他の加算措置等 退職時特別昇給 備考

廃止

備　　考

国の制度

前年度

本年度

区　　分

支 給 期 別 支 給 率

支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

等級による加算措置○

オ　期末手当・勤勉手当

47.709

　定年前早期退職特別措置

（２～２０％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

47.709

　定年前早期退職特別措置

（２～２０％加算）

廃止24.586875

国の制度

（支給率等）

33.27075 47.709



　キ　　そ の 他 の 手 当

　備考　　１　「ア　職員１人当たり給与」、「イ　初任給」、「ウ　級別職員数」、「エ　昇給期間短縮」

　　　　　　の職区分は、給料表の区分によることとし、複数の職種について同一の給料表を適用している場合にあって、原則として

　　　　　　それぞれの職種の区分によること。

　　　　　２　「ア　職員一人当たり給与」、「ウ　級別職員数」、予算調整時及びその1年前の数値により作成すること。

　　　　　３　「ア　職員一人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当を除いて算定すること。

　　　　　４　「イ　初任給」の国の制度の職種の区分は、原則として、当該会計において職員に適用される給料表に対応する俸給表が

　　　　　　適用される国家公務員の職種の区分によること。

　　　　　５　「ウ　級別職員数」の「（級別の標準的な職務内容）」は、原則として当該会計における最も代表的な職種の職員に適

　　　　　　用される給料表に係る職種について作成すること。

　　　　　６　「オ　期末手当・勤勉手当」は、管理又は監督の地位にある職員以外の職員について作成するものとし、支給期別支給率

　　　　　　欄及支給率計欄には当該職員の標準的な支給率を、備考欄には、算定基礎に含まれる手当の種類について国の制度との異同

　　　　　　等をそれぞれ記載すること。

使用距離区分が異なる

差  異  の  内  容

扶  養  手  当 同

区     分 国の制度との差異

通  勤  手  当 異

住  居  手  当 同

給-8



 



182,500

182,500182,500

182,500 千円

千円千円

千円

5,863,191

5,863,1915,863,191

5,863,191 千円

千円千円

千円

（単位：千円）

1,310,246 911,088 31,062 368,096

14,774 686 614 1,049 12,425

3,110,820 2,008,991 321,248 60,744 719,837

4,435,840

4,435,8404,435,840

4,435,840 2,920,765

2,920,7652,920,765

2,920,765 0

00

0 321,862

321,862321,862

321,862 92,855

92,85592,855

92,855 1,100,358

1,100,3581,100,358

1,100,358

465,490 134,224 25,779 305,487

415,552 80,067 26,107 309,378

345,504 53,541 22,720 269,243

1,226,546

1,226,5461,226,546

1,226,546 187,765

187,765187,765

187,765 0

00

0 80,067

80,06780,067

80,067 74,606

74,60674,606

74,606 884,108

884,108884,108

884,108

200,805 7,545 15,039 178,221

178,221178,221

178,221

200,805

200,805200,805

200,805 7,545

7,5457,545

7,545 0

00

0 0

00

0 15,039

15,03915,039

15,039 178,221

178,221178,221

178,221

5,863,1915,863,1915,863,1915,863,191 3,116,0753,116,0753,116,0753,116,075 0000 401,929401,929401,929401,929 182,500182,500182,500182,500 2,162,6872,162,6872,162,6872,162,687

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

※事務費及び人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）については除外しています。

平成31年度予算における市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられている社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

平成31年度予算における市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられている社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費平成31年度予算における市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられている社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

平成31年度予算における市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられている社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

(歳入）地方消費税交付金（社会保障財源分）

(歳入）地方消費税交付金（社会保障財源分）(歳入）地方消費税交付金（社会保障財源分）

(歳入）地方消費税交付金（社会保障財源分）

(歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

(歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費(歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

(歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事　　業　　名 経　費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

国県支出金 町債 その他

引上げ分の地方消費

税（社会保障財源化

分の市町村交付金）

その他

社会福祉

社会福祉社会福祉

社会福祉

　社会福祉事業

　老人福祉事業

　児童福祉事業

小　　計

小　　計小　　計

小　　計

合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計

社会保険

社会保険社会保険

社会保険

　国民健康保険事業

　介護保険事業

　後期高齢者医療事業

小　　計

小　　計小　　計

小　　計

保険衛生

保険衛生保険衛生

保険衛生

　保険衛生事業

小　　計

小　　計小　　計

小　　計

参考


